




















































2014（平成 26）年 12 月に「技術」、「人文知識・国




















































図 1　2014 年 12 月就労が認められている在留資格別外国人








同様に評価できるとは限らないとしている （安田 , 















































（平成 13） 年 IT 人材獲得政策としての国家間資格














































たった人物も多い （楊， 2014:57）。 
　3.2.2 　国費外国人留学生制度

















　1983 （昭和 58） 年、中曽根康弘総理大臣の指示の
下で、「留学生 10 万人計画」がスタートした。同

















  この結果、スタート時には 6,000 人に満たなかっ
た留学生は、1992 （平成 4） 年には 5万人近くとな
り、2000 （平成 12） 年には 6万人を超えた。しかし
ながら、10 万人を超えることができたのは、計画
後の 2003 （平成 15） 年のことである （図 2）。
 
　3.2.4　留学生 30 万人計画























基づき、2007 （平成 19） 年から経済産業省と文部科
学省により実施されたプログラムである。この構
想は、「高度専門留学生育成事業」 （2007-2012 年） 



































































　調査日時：2015 年 6 月－ 8月
　調査場所：日本国内 （首都圏ならびに関西圏）

















　（3）  外国人留学生支援省庁 （経済産業省・文部科





















出身国とその構成に近づけるよう努めた （図 3, 4）。





























































































ネス日本語能力テスト J1 ＋ （600-800 点、どのよう
なビジネス場面でも日本語による十分なコミュニ
ケーション能力がある） あるいは J1 （530-599 点、
幅広いビジネス場面で日本語による適切なコミュ
ニケーション能力がある） が望ましいとする。なぜ
なら、日本語能力検定N1 （旧 1 級） は、ビジネス















































日本の大学院を修了した第 1号外国籍社員が 18 年
目で役員に登用されている。この社員が役員に就
任した 2014 年の B社における新任執行役は彼を含
め 7 人いるが、他の 6 人は入社 23 年目 （1991 年） 























く恋人や配偶者がいるので （6 人） を筆頭に、日本
での就職を経験したい （4 人）、日本製品や日本の
ブランドに対する憧れ （3 人） の一方で、消極的な
ものもある （図 6）。ウクライナ出身のU.U. （20 代 
女性） は、留学中の 2014 年に起こったロシアによ
るクリミア侵攻で帰国できなくなったことより、
日本での就職を決めた。韓国人のO.O. （30代 男性） 





















図 5は、複数回答をしている者もいるため、合計は聴取調査対者数 33 を超える。
代 男性） は、「中国ではコネがないと就職ができな
いので」と日本で就職し、X.X. （20 代 男性） は、
中国では家を購入できない男性は結婚できないの
で、日本で就職し結婚した。また、ネパール出身
のG.G. （30 代 男性）は、「大学院教育を受けた自分
が働く場はない」と発展途上国における職業の少
なさから日本で就職している。さらに、同じネパ











しているS.S. （30代 男性） が一例だろう。その結果、
























決まっている b.b.（20 代 女性） も、かつて同僚 （a.a. 














語学力を持っているということである。B.B. （30 代 




　しかしながら、g.g.（30 代 男性） は、日本語能力
検定N2ながら日本で働き始めており、国内営業や











の企画部で働いてきたN.N. （30 代 女性） は、細や
かな心遣いができることより、社長のサポートを
頼まれることが多かった。その一方、聴取調査前























後にした者 （I.I. 20 代 女性、W.W. 20 代 女性） が
いた。聴取調査の直前まで就職活動をしていたが、
修士論文との両立が難しいため、就職は諦めて博































聴き取った。対象者の中では 40 代の男性ふたり 




















































20 代 女性） や、「入社して、学生時代には想像もつ
かなかったような仕事が沢山あることに気づいた。
だから、30 歳までは勉強だと思って、どんな仕事




















































































　・「グローバル 30」 （2010 － 12 年）
　留学生 30 万人計画を踏まえ、文部科学省では
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Times Higher Education のランキングでは、100
位以内に入っているのは、東京大学 （23 位） と京都
大学 （52 位） のみである。一方、中国、香港、シン
ガポール、韓国の大学がランクを上げてきている 










型 （補助額 1大学あたり 4億 2千万円） と教育中心
のグローバル牽引型 （同 1億 7千万円） とし、トッ
プ型が 13 大学、グローバル牽引型が 24 大学選ば







































































































































































































注：日本語能力は、N1＝日本語能力検定N1および旧 1級、N2＝ N2 および旧 2級と表記した。
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